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本文は p.30 へ
日本の科学技術の現状と今後の予測
 ̶社会・経済ニーズ調査
 　注目科学技術領域の発展シナリオ調査̶
　科学技術動向研究センターは、第３期科学技術基本計画策定のための資料作成として、
下図の各調査を担当しました。
　そのうち、今月は「社会・経済ニーズ調査」と「注目科学技術領域の発展シナリオ調
査」の概要を紹介します。
蜷参考：NISTEP REPORT No.94、No.96
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep094j/idx094j.html
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep096j/idx096j.html
連載概要
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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連　載
日本の科学技術の現状と今後の予測
社会・経済ニーズ調査
注目科学技術領域の発展シナリオ調査
                                                                                           蜷参考：NISTEP REPORT No.94、No.96
                                                                                                       http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep094j/idx094j.html
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep096j/idx096j.html
１‐１
本調査の目的
　社会・経済ニーズ調査は、優先
的に実現すべき2035年頃の社会・
経済ニーズに関する情報を取得す
ると共に、このような社会・経済
ニーズに対応するために将来の科
学技術がどの程度寄与するのかを
明らかにすることを目的として実
施した。従来から本調査は検討さ
れているが、今回は新しい試みと
して市民を対象にした計量的な調
査手法と参加型の調査手法により
社会・経済ニーズを抽出し、抽出
されたニーズについて、科学技術
の寄与度をアンケート手法により
明らかにしたのが特徴である。
１‐２
調査方法
　調査の実施にあたっては、文
部科学省科学技術政策研究所と譛
未来工学研究所による共同のプロ
ジェクトチームを設置し、また国
際基督教大学大学院 村上陽一郎
教授を主査として、必ずしも科学
技術の研究開発を専門としない人
文・社会科学者、科学ジャーナリ
ストなどの有識者をメンバーに、
ニーズ調査分科会を設置して調査
を進めた。調査は、過去の資料や
各省庁から発表されている白書な
どを分析・分類し、インターネッ
トを利用して市民に対してのニー
ズのアンケート、およびそれぞれ
の立場での代表者による３つのパ
ネル（有識者パネル、市民パネル、
経営者パネル）を実施し、今後10
年から30年の望ましい社会像に関
する検討を行った。調査の作業の
流れは図表１に示すとおりである。
１‐３
調査結果
　今回の調査を進めるにあたり、
基本方針ならびにニーズ調査のス
タンス、手法、方針および留意点
を分科会で検討し、次の点を主に
考慮した。
① シーズからのアプローチの限界
を補う
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図表１　社会経済ニーズ調査の概要
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② 研究者、技術者等関係者に明示
的に「問題」を提起する
③ 科学技術に対するネガティブ・
ニーズについて検討する
④ 次期基本計画において日本の科
学技術政策の目標体系に関する
基礎資料を示す
⑤  10 年後、20年後、30年後の望
ましい社会像を示す
⑥ ニーズからの技術の優先順位づ
けの試行を行う、など。
　以上のような観点を踏まえ、社
会・経済ニーズは「市民」の視点
で抽出することにした。
盧社会・経済ニーズの抽出
①市民ニーズの抽出
　できるだけ多様な視点でニーズ
の抽出を行うために、既存の白書
や各種資料に記述される市民ニー
ズに関連すると考えられる項目を
抽出し、不足している視点、追加
すべき視点の検討を行った。その
過程で雇用や就労といった生活の
根幹に関わるような「必須」のニ
ーズと、「ゆとり・贅沢」に関わ
るニーズに大別し、ニーズの整理
を行い、ニーズの素案を作成した。
その素案を元に、図表２に示され
るような項目でアンケート表を作
成し、ウェブにて市民アンケート
を実施した。
　アンケート結果として、合計で
約 4,000 人からの回答が得られた。
回答者属性を見ると、日本の現在
の人口比率とほぼ同じであった。
そして得られた回答をAHP①の手
法を利用して、「現在の暮らしの
維持に関するニーズ」と「より豊
かな生活に関するニーズ」のそ
れぞれについて重み付けをした
結果、上位の項目は図表３のよう
に示された。ただし、ここで取り
上げたニーズの得点は、数値の差
がわずかなものもあり、政策的な
優先度として直接利用すべき数値
ではないため、データの利用にあ
たっては取り扱いに注意が必要で
ある。
②産業界のニーズの抽出
　産業界のニーズについても、市
民のニーズの抽出と同様に、経
団連や各省庁からの既存の各種資
料の検討を行い、さらに既存の文
献資料には現れない、より具体的
な産業界のニーズを把握するため
に、ニーズ分科会委員を中心にイ
ンタビュー調査を実施し、ニーズ
図表２　ニーズリスト素案（一部抜粋）
図表３　市民の重視度の高いニーズ項目上位５項目
現在の暮らしの維持 得点 より豊かな生活 得点
第１位 心の健康を維持すること 8.2% 心配事なく暮らせること 13.0%
第２位
仕事があり能力に見合う収
入が得られること
8.1% 自分らしさを磨くこと 9.1%
第３位
栄養バランスの良い食事を
取ること
7.4%
家族や友人などと深い関係
を築くこと
8.6%
第４位
病気・ケガに負けない体を
作ること
7.0%
いつでもどこでも情報が得
られること
8.3%
第５位 犯罪やテロの発生を防ぐこと 6.5% 生活環境を便利にすること 7.8%
①Analytic Hierach Process
　（階層分析法）
　一対比較により意思決定を数値で表
す手法。アメリカのサティー博士によ
って開発された。
■用語説明■
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素案に加筆する作業を行った。
盪パネルによるニーズ項目抽出と
　優先度設定
　パネルでは、事務局が作成した
ニーズの素案を元に、それぞれの
パネルにおいて、「生活者の視点」
で「望ましい将来社会像」のリス
トアップとその優先順位付けの作
業を行った。
①有識者パネルでの優先順位結果
　有識者パネルでは、俯瞰的・総
合的な視点から、生活者や経営者
の視点も含めた幅広い議論を行っ
た。この議論のなかで提示された
将来社会像と、それらの優先度に
ついては、図表４のような項目が
上位にあげられた。
②市民パネルの主要論点および
　優先順位づけ
　市民パネルは、本調査の趣旨に
合致するNPO団体（市民科学、
教育、原子力、福祉、男女参画、
文化継承、地域医療）の代表者を
メンバーに実施した。全体の議論
を通じて、図表５に示される項目
が上位にあげられた。
③経営者パネルの主要論点および
　優先順位づけ
　大企業の意見は経団連等の資
料で発表されているので、今回
の経営者パネルでは、中小企業経
営者、いわゆるベンチャーの企
業家や、第１次産業の関係者で
実施した。全体の議論を通じて、
図表６のようなニーズ項目が上位
にあげられた。
蘯ニーズ項目の整理と分析
　数百に及ぶニーズ項目を、ウ
ェブアンケートや関係者への聞き
取り調査、また有識者、市民、経
営者の各パネルで話題となったこ
とを中心に類似の内容を取りまと
め、以下に示すような 12のクラ
スターに集約した。各クラスター
は、図表７に示される通り、構成
する個別のニーズ項目全体からイ
メージされる内容にできるだけ近
い形で表現した。
Ⅰ．  科学技術の成果で日本が一
目置かれる国であり続ける
Ⅱ．  科学技術の未踏領域への挑
戦で夢や希望を得る
Ⅲ．  地球規模の問題の解決に積
極的に貢献する
Ⅳ．  新たな産業分野を開拓して、
日本が経済的な国際的競争
力を維持し続ける
Ⅴ．  持続可能な社会システムを
目指した新しい仕組みを構
築する（都市と農村の連関・
一次産業の保全を含む）
Ⅵ．  社会の構造変化に対応する
（少子・高齢化、人口減少に
対応する）
Ⅶ．  社会が平和で安全・安心に暮
らせる（交通事故･犯罪･テロ
を回避する）
Ⅷ． 災害に強い
Ⅸ． 健康に生活できる
Ⅹ．  個人の可能性が拡がって、生
活の豊かさが実感できる
衙．  誰もが家庭や社会でやりが
いを持ってそれぞれの役割
を担い、互いに助け合う
衞．  子どもも大人も目的を持っ
て学び、真の学力を養う
　上記のうち、特に衙と衞は、科
学技術だけでは解決できない項目
が多く含むニーズのクラスターと
して注目される。
１‐４
ニーズ項目と関連する
デルファイ技術領域の
抽出の試行
盧調査の方法
　将来社会に向けたニーズ項目へ
の対応のためどのような取り組み
が期待されるか、特に科学技術に
よる寄与の大きさや内容を予測す
ることを考え、整理された科学技
術対応のニーズ項目毎に、注目さ
れているデルファイ技術領域に対
図表４　 有識者パネルにおける将来社会像の優
先順位づけ（上位５項目）
順位 項　目
１ 教養ある寛容な社会、異種雑多な社会
２
社会的合理性を磨く社会
産業の「コメ」を産み出せる社会
３
保全の行き届いた社会
社会的セキュリティが保障されている社会
図表５　市民パネルにおける将来社会像例と優先順位（上位５項目）
順位 項　目
1
交通事故、犯罪、テロが少なく、安全・安心に暮らせる
持続可能な社会を目指した新しい仕組みを構築する
2 心の豊かさが追求できる
3
科学技術の成果が実用化される前にその良し悪しについて市民が議論で
きる仕組みがある
病気が少なく、健康で、長生き出来る
図表６　経営者パネルにおける将来社会像例と優先順位（上位５項目）
順位 項　目
1 社会の問題解決能力の向上
2
可能性が拡がり、心の豊かさが実感できる、夢や希望が持てる
人口減少に対応して、新しい社会システムを構築する
持続可能な社会を目指した新しい仕組みを構築する
3 地球規模の問題の解決に積極的に貢献する
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図表７　ニーズ項目一覧
※太字は、科学技術だけでは解決できない項目を示す
Ⅰ．科学技術の成果で日本が一目置かれる国であり続ける
① 世界の科学技術の発展に、大きなインパクトをもたらす成果
を挙げる
②日本の科学技術の成果を世界に誇示する
③日本がいろいろな分野で国際的な人材養成の場として貢献する
④日本独自の文化を世界に発信する
⑤日本人が国際的に活躍する
⑥日本が国際社会で発言力を持つ
Ⅱ．科学技術の未踏領域への挑戦で夢や希望を得る
①未知世界の探求を通して、人類の知の創造に貢献する
②科学技術の成果で未来の夢を与える
③夢や希望が持てて、心の豊かさが実感できる
Ⅲ．地球規模の問題の解決に積極的に貢献する
① 地球規模の環境問題（地球温暖化、オゾン層の破壊、熱帯林
の減少、開発途上国の公害、酸性雨、砂漠化、生物多様性の減少、
海洋汚染、有害廃棄物の越境移動など）に対処する
② 地球規模で生じているその他の問題（食料問題、エネルギー
問題、淡水管理、感染症対策、災害の防止や被害の低減など）
に対処する
③ グローバル化に伴って人類が直面している社会の問題（民族、
宗教、精神生活、社会規範や制度をめぐる問題など）に対処する
Ⅳ． 新たな産業分野を開拓して、日本が経済的な国際的競争力を
維持し続ける
① 高品質な製造技術・省エネルギー技術などの強みを活かして、
基盤・基幹産業を革新する
② 国際規格づくりを主導して、日本が、国際競争力のある商品
をつくる
③ ファッションや音楽・アニメなど、日本発の文化産業が世界
市場に拡大・展開する
④新領域の技術（ナノテクノロジーなど）を適切に活用する
⑤先端技術を生む環境を作る（シリコンバレーなど）
⑥複雑・高コストな流通システムが改善する
⑦敗者復活が可能で起業しやすい
⑧ 経営責任の度合いを限定して、積極的にリスクがとり易い社
会となる
⑨ 日本で生まれた知識・ノウハウを国際的に活用する（知財の
活用）
⑩消費の多様化に即した産業ビジョンを作る（個人消費を重視）
⑪ 産業人教育の充実（対人コミュニケーションに関する基礎教
育、科学技術と商・法実務とに通じた人材）
Ⅴ．持続可能な社会システムを目指した新しい仕組みを構築する
（都市と農村の連関・一次産業の保全を含む）
① 作ったものを自然に返す、循環型の社会システムが確立され
ている
②水・食料・エネルギーが合理的に行き渡る仕組みが整う
③ リユース・リサイクル・作ったものを自然に返していく産業
が展開する
④ 社会基盤を支える産業（原子力・鉄鋼業など）における伝統
的な技術を継承し、人材を育成する
⑤ 一次産業（農業･漁業など）の役割りが見直され、経営も革新する
⑥ 食料自給率が向上する（政府がバックアップして農業の生産
が促進）
⑦巨大な流通に依存しないで自給（地産地消）できる
⑧ グローバル市場に対応しながら地域と連携した産業スタイル
を確立する
⑨ 自然の豊かさを活かして地域が自立して生活できる（ex. 温泉
を利用）
⑩豊かな住環境（田園都市計画など）が整う
⑪ 農村地域社会・環境に注目して住民参加型で地域が進展し、
地域活性化が進む
⑫都市と農村の交流が促進する（農村ツーリズムが促進する）
Ⅵ．個人の可能性が拡がって、生活の豊かさが実感できる
①雇用・収入確保の不安がない
②高齢者・障害者が独りで自立して暮らせる
③ライフコースのパスが多重になっている
④ 個性に応じて社会参画の機会が得られる（年齢・身体障害に
より排除されない）
⑤若年齢層の雇用機会を創出する
⑥生活環境を便利にする
⑦長く使えて広い家に住める（住宅ローン負担からの開放）
⑧ 職業生活と家庭生活・社会生活とのバランスの取れた人間生
活がおくれる
⑨ 生活コストが低下して、食べるために働かなくていい（働く
ことが楽しい）
Ⅶ． 社会が平和で安全・安心に暮らせる
（交通事故・犯罪・テロを回避する）
①交通事故の少ない社会・交通システムを構築する
②犯罪やテロを防止するセキュリティシステムを整備する
③ 交通事故・犯罪・テロの被害を軽減できる防御システムを装
備する
④戦争を回避する
⑤ 社会の秩序維持のため、科学技術の視点から人類社会の進む
べき方向を示す（犯罪やテロへ向かう意識に対する啓発活動）
Ⅷ．災害に強い
① 事故・災害に強く、２次災害が起こらない社会インフラが整
備されている
②気象・災害の短期・地域長期の予知・予測ができる
③事故・災害発生の地点と規模を即時に把握できる
④ 事故・災害発生時に即時に対応して、人命救助や速やかな生
活の復旧が可能となる
Ⅸ．健康に生活できる
①新しい医療技術の開発・展開により、医療サービスが充実する
② 医療に関して、適切な情報を得て、治療法などを個人が選択
できる
③個人の健康維持努力（自己管理）を支援する
④健全な心と体を保ち健康寿命を延伸する
Ⅹ．社会の構造変化に対応する（少子・高齢化、人口減少に対応する）
① 高度に発達した科学技術や社会システムに対応して、教育・
再教育システムを強化する
②シニア世代が能力を発揮できる
③柔軟･多様な雇用体制を整備し、人材の流動化を促進する
④ 在留外国人の受入環境を整備する（異文化理解の促進、受入
外国人の生活環境を整備）
⑤男女共同参画が実質を伴って実現している
⑥ 少子化が回避されている（子どもを産み、育てやすい環境が
整う）
⑦市民が相互に多様な宗教・文化・価値を認め合う
⑧日本独自の文化を継承する
XI. 誰もが家庭や社会でやりがいを持ってそれぞれの役割を担い、
互いに助け合う
① 自由・自我や利便性のみの追求を見直し、規矩のある社会を
目指す
②足るを知る
③ 心の健康が保たれ、生き甲斐が持てる（自殺者が３万人も出
ない）
④子どもが夢を持ち、子ども時代を子どもらしく過ごせる
⑤家族・人間関係を大切にする
⑥ 若いうちからやり甲斐と責任ある役割を担い、社会的にも早
く自立できる 
⑦地域住民間のパートナーシップが回復している
XII.　子どもも大人も目的を持って学び、真の学力を養う
①全国民が科学的合理性を養える仕組みが整う
②教育の質を上げ、真の学力を身につけられる教育を実施する
③ 国際的に学力の高い社会を実現する（高等教育に対して教育
資金の拡充）
④ 教育が規制緩和され、個性に応じた多様な教育機会が提供される
⑤学習現場とそれを活かせる場が密着している
⑥子どもが学ぶことが楽しめる新しい教育学習方法が確立する
⑦子どもの知力を増強する教育システム・環境が構築される
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する関連を把握することを試み
た。デルファイ調査で技術領域の
選定を担った分科会委員（13 分
野 170名）にアンケートを実施し、
ニーズ項目実現のための技術領域
群の寄与度について分析作業を実
施した。
盪デルファイ技術領域との関連性
　すべての分科会から延べ 109件
の回答（分野平均 8.4 件）を得た。
得られた回答を基に、個別領域の
寄与の度合いを指数化して直接的
寄与、間接的寄与毎に集計した。
集計結果の一部を図表８に示す。
蘯将来社会像とデルファイ
　技術領域との関連性
　市民や産業活動の立場からのパ
ネルで提示された将来社会像や、
将来社会に係わる既存の報告など
を参考に、図表９に示される３ケ
ースを例として設定し、図表 10
のように各ケースごとに重視され
るニーズ項目に重み付けをして、
将来社会像に対応したデルファイ
技術領域との関連性を図表８を元
に計算し分析し、図表 11のよう
な結果を得た。
図表８　ニーズ項目とデルファイ技術領域との関連性（一部抜粋）
図表９　政策課題別ケーススタディの例
ケース 優先課題 概　要
A
市民生活重視
（I、II、III を重視）
世界一の健康寿命・快適な
生活環境・安全社会の実現
を目指す。
B
持続可能な経済成長重視
（V、VI、VIII を重視）
社会構造の変化に対応し、
持続的発展が可能な産業の
実現を目指す。
C
心の豊かさ・世界貢献重視
（IV、VII、IXを重視）
個人の物質的充足よりも世
界への貢献等を通じた心の
充足を目指す。
?
 
?????
?
 
?????
?
 
?
 
??????
?
 
?
VI ??????
VII ???
VIII ? ??
IX ? ????
ケースＡ 4 4 4 2 2 2 1 1 1
ケースＢ 2 1 1 1 4 4 2 4 2
ケースＣ 1 2 2 4 1 1 4 2 4
図表 10　ケース別優先課題に対する重み付けの例
重み付けの考え方：
最優先（４ポイント）、優先（２ポイント）、標準（１ポイント）
図表 11　望ましい社会像実現に寄与する分野例
例 要素的寄与 総合的寄与
（ケースA）
市民生活重視
保健・医療・福祉、ライフサイエンス、社会基盤、エレクト
ロニクス、環境、フロンティア、ナノテクノロジー・材料、
情報・通信　など
蘆 産業基盤のうちシステムなどソフト系の領域
蘆 社会基盤のうちシステムなどソフト系の領域
蘆社会技術
蘆 情報・通信
蘆 エレクトロニクス
蘆 フロンティア
蘆環境
蘆ナノテクノロジー・材料
（ケースB）
持続可能な経済成長重視
エネルギ ・ー資源、ナノテクノロジ ・ー材料、フロンティア、
エレクトロニクス、製造、情報・通信、社会基盤　など
（ケースC）
心の豊かさ・世界貢献重視
環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー・資源、フロン
ティア、製造、情報・通信、産業基盤、社会基盤　など
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１‐５
まとめと今後の課題
盧今回の調査全般についての
　まとめ
　今回、国民のニーズを調査・検
討するに際し、社会・経済ニーズ
の抽出にあたっては、今の生活に
おいて失いたくない「必須」のニ
ーズと、「ゆとりや贅沢」と言っ
たニーズを市民の視点で抽出する
ことから始めた。そして、ニーズ
項目の素案を元に、市民・経営者・
有識者のそれぞれの立場で理想社
会像を描くことを目的とした、参
加型プロセスを実施したが、どの
立場からも生活や暮らしに関わり
の深いニーズや社会像が数多く抽
出された。図表 12に、今回の調
査の結果と課題を示す。
　今回の調査では、ニーズ項目
として科学技術が貢献できること
と、科学技術だけでは貢献できな
いことが提示された。これまで多
くの研究者によって開発された技
術が多くの産業を生み出し、今の
わが国を作ってきた。そして、科
学技術がさまざまな問題解決に多
く寄与してきたが、今回の調査で
ニーズに対応するには、科学技術
だけでは直接寄与できないこと
を、これからどのように科学技術
を用いて貢献できるのか考えるよ
うな、新たな視点の構築が必要で
あることがわかった。さらに、こ
うした関係を構築するには、今ま
でのシーズをニーズに対応させる
だけとは違う視点で社会と技術の
関係を捉えることのできる、幅広
い視野を持った人材の育成が必要
であり、ニーズを基点とした技術
開発や産業の育成などの環境整備
や、そのような活動を支援する機
関の創設もこれから望まれる。
　今回の調査は、初めての取り組
みとして参加型パネルや、デルフ
ァイ技術領域との関連度について
も試行的に実施してみたが、以下
に示されるような内容を今後のニ
ーズ課題として提示することも、
今回の調査成果の一部である。
①ウェブアンケートに関して
　国民の意識を調査する手段とし
てインターネットを用いて回答を
得たが、アンケートの設問やその
ときの環境や出来事（例えば大地
震やテロなどの直後）が、回答に
反映されることがあることを考慮
しなければならない。
②ニーズ項目と技術との対応について
　今回あげられたニーズに対応す
るには、どのような技術の寄与が
大きいかを判断する手段として、
デルファイ調査で用いた技術領
域を対象に、単純なニーズ×シー
ズのクロスセクションにより、技
術の寄与度を「直接・間接」の二
者択一の方法で実施した。直接寄
与としては、予想通り、各項目に
深く関わる分野がそれぞれ多く抽
出され、間接寄与としては、産業
基盤や社会基盤の中でもソフト系
の領域や、エレクトロニクス、フ
ロンティア、環境などの分野のポ
イントがそれぞれ高い結果となっ
た。この評価では、130 領域以外
の技術は取り上げていないこと、
回答数が 109であることから、こ
の結果のみでニーズに対応する技
術を判断するには不十分である。
しかしながら、ニーズに対応する
科学技術分野の評価手法の可能性
は示唆された。
盪ニーズ項目の抽出について
　テロや紛争、自然環境の劣化と
いった地球規模の問題が深刻化す
るなかで、従来、ものの豊かさを
求めてきた人々の意識がある程度
満たされ、今ではゆとりや贅沢と
いった心の豊かさを求めるケース
が増えてきていることが、他省庁
などで実施されている各種意識調
査同様、今回の調査でも明確にな
った。
①将来社会の前提条件の提示
　今回の調査は、時代の潮流や将
来の社会・経済的なリスク要因等、
将来社会の前提条件については触
れず、「継続性」と「向上」に対
する意識を市民に対してアンケー
ト調査した。しかし、30年の間に
想定される突発的な出来事、例え
ば大地震や金融恐慌などの状況を
適用することによって、ニーズ項
目として提示される内容も大きく
影響を受けることは明確である。
図表 12　本調査の結果と課題
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②科学技術だけでは解決できない
　ニーズや注目領域以外の技術の
　反映方法
　今回実施したインタビューやパ
ネルの調査結果から抽出されたニ
ーズ項目について、ニーズ分科会
で検討した結果、次に示すような
科学技術だけでは解決が困難なニ
ーズ項目については、特に今後十
分検討することが必要であるとい
う意見が出された。
蘆 科学技術を身近にする情報提供
（サイエンス・コミュニケータ
ーの育成）
蘆企業が求める人材教育
蘆 研究から商業へ移行する過程の
補助
蘆 社会ニーズを継続的に把握する
メカニズムの整備、など
蘯海外で実施されている事例の検討
　国外では、社会・経済ニーズの
抽出を含めた未来予測の取り組み
として、Futur（独）やフォアサ
イト（英国など）が実施されてい
る。こうした海外の事例に学びつ
つ、わが国でも継続的あるいは定
期的に調査を実施し、各立場にお
けるニーズを把握することによっ
て、国民にとって科学技術が身近
なものと感じられ、政策決定者に
とってもより現実的な政策を実施
できうるであろう。
盻継続的な調査に向けて
　望まれること
　戦後、物が不足していた時代は、
国民のニーズに対応するシーズの
開発が進められてきた。例えば医
薬品の開発や食料不足における品
種改良などに進められてきた研究
開発は、まさしく国民のニーズに
対応する技術だった。このように
ニーズに対応させるという手法が
従来の手段であったが、現在は以
前と比べて物質的に豊かになり、
また科学技術を取り巻く環境や国
民の意識が今までとは変化し、将
来はさらに変化することが想像さ
れる。技術が先行してニーズは後
付けされていたケースも当然多く
ある。
　今回の調査結果において、科学
技術だけでは解決できないニーズ
が多数あげられていることから、
今後は市民のニーズや社会の問題
解決に、科学技術というツールを
どう使いこなしていくのかが大き
な課題となる。このために、国民
のニーズとそれに対応する技術と
の間に、法制度やマーケットを熟
知したメディエータの存在が必須
になるものと考えられ、科学技術
をどう使いこなせばよいのかを検
討し考える機関、人材の育成、お
よびそれを支える環境、制度の整
備が重要となってくる。さらに、
科学技術というツールだけでは解
決できない場合の対応を考えるこ
とも重要である。
　科学技術の推進におけるニーズ
アプローチの必要性の高まりとと
もに、社会・経済的なニーズを把
握すること、そのニーズと科学技
術の関係を明らかにすることが今
後も重要となる。ニーズアプロ
ーチですべての課題が解決する
というわけではなく、科学技術
が問題の解決に主導的な役割を
果たす場合があることにも留意
する必要がある。市民が思いも
かけなかったこと（潜在的なニー
ズ）が、科学技術によって実現し
ている例も少なくない。シーズ
主導による科学技術の限界とニ
ーズ主導による科学技術の限界の
それぞれについて十分な把握を行
い、科学技術と社会の調和を検討
していく必要がある。
2   注目科学技術領域の発展シナリオ調査蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
本調査の目的
　将来の科学技術政策に対する具
体的な戦略・戦術を考えるために、
これまでにも種々の調査が行われ
ているが、その多くは、過去・現
在の状況分析をもとに、個々の問
題点を解決しようとするものであ
る。しかしながら、この場合には、
想定される戦略（将来のビジョン）
が、過去あるいは現在の問題への
解決方法になり、戦術（対策）が
後手に回る、という可能性がある。
本調査は、将来ビジョンの不確定
さという懸念をあえて容認したう
えで、過去・現在の状況分析をも
とに、まず、将来の発展シナリオ
を描き、その発展シナリオに向け
て日本のとるべきアクション（戦
略・戦術）を引き出そうとしたも
のである（図表13）。
　本調査は、科学・技術・社会の
幅広い分野において、主観的かつ
規範的な将来のビジョンを描いて
みるという意味において、従来か
ら予測調査として行なわれてきた
デルファイ調査を補完するものと
いう位置付けにあり、予測調査と
しては８回目にあたる今回の「科
学技術の中長期発展に係る俯瞰的
図表 13　発展シナリオのイメージ
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予測調査」において初めて試みら
れたものである。（注：デルファ
イ調査は技術的課題を中心とした
専門家集団のコンセンサスの収集
である。科学技術動向 2005 年７
月号参照）
２‐２
調査方法
盧調査全体の流れ
　本調査は、その調査方法自体
が、日本の俯瞰的な予測調査とし
ては初めての試みであり、用語の
定義から調査段階の各手法に至る
まで、すべて試行によって軌道修
正しながら行なわれた。調査手順
は図表 14に沿って行なわれたが、
このような初めての試みにおいて
は、調査分科会による用語の定義
付けや調査方針の議論は特に重要
なプロセスであった。
盪本調査における定義付け
　本調査では、「発展シナリオ」
というものを以下のように考え
る。ここで言う「シナリオ」の定
義は、一般的な意味でのシナリオ
とは必ずしも一致していない。
蘆 発展シナリオとは、単なる特定
分野の科学技術予測にとどまら
ず、シナリオライターが将来の
日本における発展的なビジョン
を描き、それに資する科学技術
の発展動向と日本のとるべきア
クションを記述したものでなけ
ればならない。
蘆 通常、将来に対しては幾通りも
のシナリオが考えうるが、ここ
では作成者の見識に基づいて最
も有り得べき将来シナリオをひ
とつ描いていただく。現状維持
あるいはネガティブな将来像に
対しては、それをできるかぎり
改善していく方向性を「発展シ
ナリオ」と位置づける。
蘆 発展シナリオの場は日本である
ことを前提とするが、検討にあ
たっては諸外国の戦略等も視野
に入れて書かれるべきである。
蘆 シナリオ調査の対象とするタイ
ムレンジに関しては、分野によ
り違いはあるが、おおよそ今後
30年程度までを目安とし、特に
2015年頃を中心とする。
　本調査では、今後 10～ 30年程
度を見通した場合に、社会・経済
的な貢献が大きい科学技術領域、
革新的な知識を生み出す可能性
を持つ領域などを「発展シナリオ
テーマ」として 50程度抽出して、
個々に発展シナリオを描くことと
した。本調査で言う「発展シナリ
オテーマ」は、以下の方針で選定
された。
蘆 技術的なテーマだけでなく、純
粋科学や基礎科学領域、社会科
学領域も発展シナリオのテーマ
として取り扱う。
蘆 本調査は、国の基本計画に反映
するための資料であるため、民
間企業が独自に行えるようなテ
ーマは民間に任せるという基本
姿勢に基づいて、日本として考
えるべきテーマを中心に選定を
行なう。
　また、本調査における「シナリ
オライター（発展シナリオの作成
者）」は、以下に示すような方が
望ましいとした。
蘆 当該テーマに関連した科学技術
について、深い見識を有する方。
蘆 単なる技術予測だけではなく、
当該シナリオテーマに関して将
来の日本のビジョンをお持ちで
あり、そのビジョンと科学技術予
測から、日本のとるべきアクシ
ョンについて提言のできる方。
蘆 発展シナリオの仕様に沿って、
発展シナリオを作成できる方。
蘯本調査の特徴
　本調査の特徴は、以下に集約さ
れる。
①本調査で用いる用語の
　定義の明確化
　「発展シナリオ」「シナリオテー
マ」「シナリオライター」といった
用語を盪項で述べたように明確化
して、その定義をライターに提示
したうえでシナリオを執筆してい
ただいた。このような用語は必ず
しも一般的でなくとも良いが、一
貫して用いることが重要である。
②「シナリオ作成仕様書」による
　執筆仕様の明確化
　ライターに提示された「シナリ
オ作成仕様書」は、調査計画期間
にシナリオ作成の予行（パイロッ
ト・ラン）を実施する過程を経て、
作成および改善されたものであ
る。ここでは、本調査の意味や定
図表 14　調査活動の全体の流れ
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義付けをライターに正しく伝える
とともに、幅広い領域のテーマで
共通に用いることのできる仕様書
作成を目指した。結果的に仕様書
は、「発展シナリオ作成の趣旨」「シ
ナリオ作成にあたっての意識」「シ
ナリオ作成要領」などが明確化さ
れたものになった。
　特に、作成要領においては、図
表 13に示したような「現状分析」
「発展シナリオ」「日本のとるべき
アクション」という３部構成を採
ること、それらのおおよその分量、
時間軸を意識した発展シナリオ作
成などが明記されている。特に基
礎科学や社会科学などにおいては
時間軸を入れた図表作成などとい
う要求は極めてハードルの高いも
のであると予想されたが、結果的
には多くのライターの方々に仕様
書に沿って執筆していただくこと
ができた。ライターに提示された
シナリオのイメージは、図表 15
のようなものである。
③テーマ選択の幅とその提示方法
　本調査では、基礎科学研究・応
用技術・社会科学やそれらのイン
パクトなど幅広い課題設定が成さ
れた。これは本調査がデルファイ
調査よりも広い領域をカバーする
ように意図されたものであること
による。しかし、調査の時間的制
限により取り上げられるテーマ数
には限界があるため、科学技術の
扱うべき対象全体を網羅すること
は目指ささず、盪項のテーマの定
義付けの方針に沿ったものから優
先的に選択された。実際のテーマ
選定過程では、他の調査分科会等
からの提案を参考に、その他の要
望も取り入れながら２回に分けて
調整し、本調査分科会が決定した。
　また、発展シナリオテーマは、
単なるテーマ名ではなく、シナリ
オ調査分科会からシナリオ作成者
に対する問いかけ（調査分科会か
らのメッセージを込めたもの、あ
るいは、テーマ名によって表現さ
れた課題の見通しを質すもの）と
してシナリオライターに提示され
た（図表16）。
④参加型手法による
　シナリオライターの選出
　本調査では、シナリオは当該領
域の第一人者（卓越した個人）に
より書かれるべきであるとした
が、その選出過程にはできる限り
多くの方々による参加型手法が試
みられた。図表17に示したように、
当該テーマの関連学協会や関連団
体など（各 10団体程度）から推
薦を受けた方のリストを、より多
くの学協会や関連団体（500 団体
以上）に投票していただき、これ
を調査分科会が承認する形で執筆
依頼順位を決め、依頼順位の高い
方から執筆の諾否をうかがうとい
う方法を採った。１テーマに付き、
原則２人ずつのシナリオライター
に執筆が依頼された。
２‐３
調査結果と公表
　結果的に、図表 18に示す計 48
の発展シナリオテーマが選定され
た。概観しやすいように図表 18
では「科学技術の一般的課題」、「基
図表 15　シナリオライターに提示されたシナリオのイメージ
図表 16　テーマの提示方法
発展シナリオテーマ（No.） 関連するキーワード
○○○計測と○○医療
QOL向上を目指した生体機能回復およびその支援
IT技術の医療への応用
内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容
患者の負担を軽減し、QOLを維持するという観点から、○○医療への期待は非常に高い。
○○技術および前提としての○○技術の発展動向・現場への導入を展望していただき
たい。‥‥
蘆 △△技術・▽▽技術がどのように社会に貢献してゆくか。
蘆未来に置いて、○○計測と○○医療はどこまで進か。
蘆現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか
蘆‥‥‥
蘆‥‥‥
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礎科学」、「産業・社会」などとい
ったシナリオ調査独自の領域に分
けて示しているが、これらの領域
は単に作業上の分類であって、ラ
イターには提示されず、また、結
果あるいは分析にも関係していな
い。実際に執筆物を提出された
方々の氏名も図表 18に合わせて
示す。執筆を受諾されたものの、
実際には提出いただけなかった方
がいらしたため、最終的に、47テ
ーマ、計 85編のシナリオが執筆
された。
　執筆されたシナリオは報告書
（NISTEP REPORT No. 96）に全
件を掲載している。なお、これら
を全て読み砕くのは容易なことで
はないため、執筆者にご承諾を得
たうえで各テーマに１枚ずつの概
要（シナリオが描いている将来展
望・視点、日本がとるべきアクシ
ョンの提言など特徴的な部分を抜
き出して作成）も報告書に同時掲
載している。
２‐４
本調査から得られた知見
盧複数のシナリオに共通する
　認識や提案の抽出
　科学技術政策研究所では、執筆
された発展シナリオから共通する
認識や提案等を抽出した。これら
は、今後の日本の科学技術政策に
おいて、分野の壁を越えて共有す
べき認識であろうと考えられる。
① 分野を問わず多くのテーマにお
いて、他分野との融合・学際的
研究・組織間障壁打破などの必
要性が指摘されている。
② 分野を問わず多くのテーマにお
いて、国レベルでの戦略的計画
の必要性が訴えられている。ま
た、特定の目的を持つ研究拠点
を設立し、複数分野の人材を集
合させるべきとの提案が多い。
③ 科学技術の社会とのつながり、
特に、国民的理解を得る努力の
必要性が指摘されている。
④ 社会環境変化に対応するよう
に、制度面での改善が提案され
ているテーマも数多い。
⑤ 推進される各政策の迅速な評価
を行なうために、評価データを
整備し、逐次評価が行なえるよ
うな体制作りが望まれている。
⑥ 本調査では日本のとるべきア
クションを問うているため、欧
米追従ではない日本の独自性
を打ち出した研究開発の必要性
（必然性）が訴えられている一
方で、モデルや成功例として
は欧米のケースが数多く挙げら
れている。
⑦ 本調査では発展的な将来像を描
くことを要請したが、いくつか
のテーマにおいては、ネガティ
ブな方向性を考えざるを得ない
との記述が見られる。
潯 数学のような基盤的学問領域、
あるいは実現困難度が高い研究
分野においては、人的資源の確
保、特に分野固有の教育体制確
立が提案されている。
潛 ライフサイエンス分野に関連
図表 17　シナリオライター選出過程
科 学 技 術 動 向　2005年 11月号
40 Science & Technology Trends   November  2005 41
日本の科学技術の現状と今後の予測　社会・経済ニーズ調査　注目科学技術領域の発展シナリオ調査
図表 18　シナリオテーマと最終的な発展シナリオの提出者
番号 領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属
1
??????
科学技術進化モデルの再構築
長尾　　真
長谷川眞理子
C情報通信研究機構　理事長
早稲田大学　政治経済学部　教授
2 学協会の意味と活動のあり方 吉川　弘之 C産業技術総合研究所　理事長
3 科学技術人材の育成と処遇
4
????
数学の研究発展と数学教育
広中　平祐
ピーター・フランクル
譛数理科学振興会　理事長
算数オリンピック財団　評議員
5 基礎科学の位置づけ
小林　信一
平澤　　d
C科学技術振興機構社会技術研究システム研究センター長
東京大学　名誉教授
6 宇宙科学
海部　宣男
松本　　紘
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台　台長
京都大学生存権研究所　所長
7
????????
長寿社会に対応する再生医療
桜井　靖久
森下　竜一
東京女子医科大学　名誉教授
大阪大学大学院　臨床遺伝子治療学　教授
8
ナノバイオ技術を
利用した創薬
橋田　　充
馬場　嘉信
京都大学大学院　薬学研究科　教授
名古屋大学大学院　工学研究科化学・生物工学専攻教授
9
個人のニーズに対応する
新規医療
新井　賢一
田中　　博
東京都臨床医学総合研究所　所長
東京医科歯科大学情報医科学センター長・教授
10
低侵襲生体計測技術と
低侵襲医療
橋爪　　誠
森川　康英
九州大学医学研究院　先端医療医学部門　教授
慶応技術大学医学部外科学教室（小児科）　教授
11
脳科学に基づく認知と
情動神経機構の統合的理解
甘利　俊一
加藤元一郎
C理化学研究所脳科学総合研究センター　センター長
慶應義塾大学医学部精神神経科　助教授
12 感覚補綴（ほてつ）技術
赤居　正美
清水　　豊
浜田　　淳
国立身体障害者リハビリテーションセンター病院運動機能系障害
研究部
電気通信大学　電気通信学部システム工学科　教授
大阪大学大学院　医学系研究科　情報伝達医学専攻
13 疾病構造の変化と医療
岩本　愛吉
長谷川敏彦
東京大学医科学研究所　先端医療研究センター　センター長
国立保健医療科学院　政策科学部　部長
14
予防医学とリンクした
食品科学
阿部　啓子
伏木　　亨
東京大学大学院　農学生命科学研究科応用生命化学専攻　教授
京都大学大学院　農学研究科食品生物科学専攻　教授
15 生命化学の学際的発展 臼井　支朗 C理化学研究所　脳科学総合研究センター　チームリーダー
16
????
五感を活用する
コミュニケーション
柏野　牧夫
舘　　　b 東京大学大学院　情報理工学系研究科　教授
17 超大容量情報処理デバイス 根元　義章 東北大学情報シナジーセンター長
18
情報通信システムにおける
超低消費電力技術
中村　　徹
松島　裕一
法政大学工学部　情報電気電子工学科　教授
C情報通信研究情報通信部門　部門長
19 超高速大容量ネットワーク 井上　友二 日本電信電話譁　取締役第三部門　部門長
20 生活支援ロボティクス
小菅　一弘
萩田　紀博
東北大学大学院　工学研究科機械知能工学専攻　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　ロボティクス研究所　所長
21
ヒューマノイド
（人型ロボット）技術
井上　博允
土井　利忠
日本学術振興会監事
ソニー・インテリジェンス・ダイナミクス研究所譁　所長
22 GPS技術による情報サービス
柴崎　亮介
玉真　哲雄
東京大学空間情報科学研究センター　教授
譛ディフェンスリサーチセンター（DRC）理事
23
ソフトウェア
エンジニアリング
玉井　哲雄
山本修一郎
東京大学大学院　総合文化研究科　広域システム科学系　教授
譁NTTデータ　技術開発本部
24 情報技術による生物模倣
大森　隆司
川人　光男
北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　脳情報研究所　所長
25 量子情報技術
今井　　浩
山本　喜久
東京大学大学院情報理工学系研究科コンピュータ科学専攻教授
国立情報学研究所＆スタンフォード大学電気工学科　教授
26 情報通信環境
坂村　　健
土井美和子
東京大学大学院　情報学環　教授
譁東芝研究開発センター　ヒューマンセントリックラボラトリー
研究主幹
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番号 領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属
27
??
?
低エミッション都市 安井　　至 国際連合大学副学長
28 環境観測 秋元　　肇 C海洋研究開発機構地球環境フロンティア研究センター　プログ
ラムディレクター
29
環境問題解決のための
科学技術指標
平　　啓介
山本　良一
琉球大学　監事
東京大学生産技術研究所　教授
30 環境修復技術
西村　　実
和田英太郎
譁日本総合研究所創発戦略センター
C海洋研究開発機構地球環境フロンティア研究センター　プログ
ラムディレクター
31
?????
 ?
計算機シミュレーションに
よる材料設計
土井　　正男
宮本　　明
東京大学大学院　工学系研究科物理工学専攻　教授
東北大学　工学化学・バイオ工学科応用化学専攻　教授
32 計測技術 合志　陽一 C国立環境研究所理事長
33
?????
燃料電池開発と社会への普及
太田健一郎
本間　琢也
横浜国立大学大学院　工学研究院　教授
燃料電池開発情報センター　常任理事
34 省エネルギー
殿村　重彰
松井　一秋
C新エネルギー・産業技術総合開発機構　省エネルギー技術開発
部　部長
譛エネルギー総合工学研究所研究理事
35
????容易に真似の出来ない設計・
製造技術
赤池　　学
新木　闊c
譁ユニバーサルデザイン総合研究所
譁トヨタケーラム代表取締役社長
36
超多品種少量
自動生産システム
中馬　宏之
橋向　博昭
一橋大学イノベーション研究センター　教授
譁山武藤沢工場　制御機器事業部　Javaコンソーシアム
37
???
社会インフラの再生と
維持管理
魚本　健人
中村　英夫
東京大学生産技術研究所　都市基盤安全工学国際研究センター教授
武蔵工業大学　学長
38
??????
地球深部探査
大久保修平
平　　朝彦
東京大学地震研究所　教授
C海洋研究開発機構　地球深部探査センター長
39 衛星技術
住　　明正
畚野　信義
東京大学気候システム研究センター　教授
譁国際電気通信基礎技術研究所　社長
40 ??????
????????
食料安定供給
貝沼　圭二
高橋　正郎
譛農業技術協会会長
女子栄養大学大学院客員教授
41 災害後の復旧
河田　恵昭
藤原　広行
京都大学防災研究所　巨大災害研究センター長　教授
C防災科学技術研究所　防災基盤科学技術研究部門　室長
42 自動車社会
小林　敏雄
大聖　泰弘
譛日本自動車研究所　所長
早稲田大学　理工学部機械工学科　教授
43
?????
金属におけるリスク管理 今野　　浩 中央大学理工学部経営システム工学科　教授
44 経済変動の予測技術
高安　秀樹
西村　和雄
ソニーコンピュータサイエンス研究所　シニアリサーチャー
京都大学経済研究所　複雑系経済研究研究センター　教授
45
少子社会における
「次世代」の心身健全育成
別所　文雄 杏林医学部教授
46 情報投資による効率向上
青木　利晴
平野　雅章
譁NTTデータ　取締役相談役
早稲田大学ビジネススクール教授
47
科学技術における
アジアの多様性と融合
石井　威望 東京大学名誉教授、譁東京海上研究所理事長
48 芸術・文化・遊びと科学技術
中津　良平
松原　　仁
関西学院大学理工学部情報科学科教授
公立はこだて未来大学情報アーキテクチャ学科教授
テーマ分類は、単に作業上の分類であって、ライターには提示されない。また、ライター名は五十音順（敬称略）、所属は平成 17年３月現在
のもの
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42
する９テーマに共通に挙げられ
ている今後のキーワードは「計
算機科学あるいは情報科学の利
用」、および、そのシステム構
築であり、これらに関して不足
感があるものと考えられる。
濳 情報通信分野の各テーマでは
ユビキタス社会の実現が前提
になっており、2015 年頃を境
として社会全体が知識活用の時
代を迎えるとされている。来た
るべき社会の状況を表現するた
め、ユビキタス以外にも新しい
概念用語を作り出す試みが始ま
っている。
潭 エネルギー・社会基盤などの分
野では、自然科学的アプローチ
に先立って、特に、社会的問題
の解決あるいは社会的目標設定
の明確化の必要性が提案されて
いる。
澂 産業発展に関わるテーマにおい
て、情報通信技術に対する的確
な投資や施策が、安心な社会や
産業競争力の維持に結びつくと
いう指摘がなされている。特に、
ハードウエアに比べてソフトウ
エアの技術開発の遅れが指摘さ
れている。
盪テーマ間の関係
　各概要に掲載されている関連テ
ーマをマップ化したものが図表19
である。関連テーマは、各執筆内
容を見ながら、科学技術政策研究
所によって各概要に付与されたも
のである。図表 19から読み取れ
る特徴を以下にまとめる。
① 他のテーマとの関連性が特に高
いテーマとしては、「情報通信
環境」、「個人のニーズに対応す
る新規医療」、「基礎科学の位置
付け」が挙げられる。
② 図表 19中の点線のように大き
な括りをしてみると、「ライフ
サイエンス・医療」に関する括
りと「情報通信」に関する括り
の重なりが非常に大きいことが
特徴的である。この重なり部分
とは、ロボット技術・感覚技術・
生物模倣などに関わる研究分野
である。
③ 図表 19中の点線のように、「環
境」に関する分野と「フロンテ
ィア」に関する分野を一括りに
することができる。この括りは
は環が重なったような繋がりを
示しているが、環状を成すうえ
でキーとなっているテーマがあ
り、それらは「衛星技術」、「自
動車社会」、「環境観測」などで
ある。
④ 「情報」に関する括りと「環境・
フロンティア」に関する括りを
繋いでいるのは、GPS技術・復
旧技術・自動車技術等に関わる
分野である。
２‐５
まとめと本調査の発展性
　「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」の一環として、
発展シナリオを描き、それに対す
る日本のアクションを引き出そう
とする試みが行なわれ、結果的に
47テーマに対して 85編の発展シ
ナリオが描かれた。これらが基に
なって、今後、日本の将来に対す
るより深い議論が巻き起こること
を期待している。
　なお、科学技術政策研究所では、
本調査の一部を発展させる形で、
すでに以下のような試みも開始し
ている。
蘆 「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」内の他調査と
の関連性の分析
蘆 いくつかのテーマに焦点を当て
たワークショップを開催し、発
展的な議論を進める試み
蘆 本調査と同一のテーマを用い
た、異なるタイプのシナリオ作
成手法の試行
図表 19　シナリオテーマ間の関連
